
図表 長寿あんしんグランドデザイン整備リスト

高齢者個別の課題及び地域の課題を把握（圏域ニーズ調査等）

介護保険事業計画等へ反映・長寿あんしんプラン策定会議及び介護保険運営協議会

わがまちの高齢者等の課題の解決を図る支援基盤等を構築
（サービス基盤と地域包括支援体制の構築）

地
域
包
括
支
援

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク

総合相談支援

権利擁護
介護予防ケアマ
ネジメント

包括的・継続的ケ
アマネジメント

・サービス付き高齢者住宅

住宅

・見守り・声かけ
・配食・会食・送迎
・買い物・緊急通報等

介護保険外サービス等

（生活支援）

・かかりつけ医
・在宅療養支援診療
・訪問看護 等

医療系サービス

・法定後見
・任意後見
・地域市民後見人等
・生活保護 等

福祉・権利擁護

課題抽出・解決ネットワークへの地域住民等の参加推進（社協事業等との協同）

地域包括ケアの普及啓
発（地域力アップ）

保
険
者
機
能

長
寿
あ
ん
し
ん
課

・介護予防

・訪問介護
・通所介護
・特養・老健 等

介護保険サービス

・

要支援・要介護者に対する：家族介護者も含めた要介護者以外への支援

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
へ
の
参
加

地域包括支援センター（地域包括ケアのコーディネート）

和光市コミュニティケア会議

チームケアの支援
他職種・他制度連結調整

地域包括支援センターの
重要業務

和光市の地域包括ケアシステムの構築
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介護予防と自立支援型マネジメントの効果（和光市）

また、５歳刻みの各年齢別階

層においても認定率は全国を
下回っており、75歳以上におい
ては▲5～▲8ポイント以上の
低い認定率となっている

図表：年齢階級別認定率

図表 要介護（要支援）認定率の推移 本市では、Ｈ15より全国に先駆け
て実施している介護予防の効果に
より要介護認定率は低く安定して
いる。
年率で国平均より▲7ポイント以上、
県平均より▲３ポイント以上の低い
認定率となっている。

特別給付等の投入効果

地域支援事業の効果等

和光における自立支援型

マネジメントの効果が顕著

に現れたと考察する
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１．日常生活圏域ニーズ調査の実施

○ 高齢社会についての意識や生活状況、介護についての考え方などの把握を目的として実施
したアンケート調査において、日常生活圏域ニーズ調査の質問項目を取り入れた。

（２）（３）のうち、

６５歳以上の高齢者について、

日常生活圏域ニーズ調査としての分析
を行った。

対象者は標本抽出とし、

調査票には個人の意識を問う質
問があったため、無記名とした。

☆日常生活圏域ごとの比較では、特徴
がみられなかった。

☆認定者数及びサービス見込量に分
析結果を反映。

松戸市の取組み

２．要介護認定者数の推計への反映

ニーズ調査における認定者のADL得点を
分析し、これとニーズ調査における非認定者
のADL得点と人口推計を基に介護度別・年
齢階層・性別ごとに潜在的認定者を算出

○ 一般高齢者の中にも生活機能が低い人が相当数いること、逆に介護認定者の中にも
生活機能が高い人がいることがわかった。
⇒ＡＤＬ得点に着目して認定者数の推計に反映

ニーズ調査において、認定者のうちADL得
点が高く認知機能の障害がない人について
分析。介護度別・年齢階層・性別に出現率を
計算し、認定者数を調整

（＋）要因

（－）要因

○ワークシートへの反映状況（平成24年度）
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○非認定者における認知症の既往歴とＡＤＬ得点のクロス集計から、認知症を有する非認定者
を推計し、要支援１，２、要介護１に反映。

３．見込量の推計への反映
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【命題】第５期計画期間中に増加するニーズをどのように予測するか?

このうち②③に着目して、介護を必要としながらもまだサービスを利用していない区民、認定変更申
請すれば認められる区民などの「隠れ要介護者等」を推計したい。

ニーズ調査結果をどのように活用するか?
区では、ニーズ調査を以下のように分けて実施。

①高齢者調査（対象者：65歳以上の区民のうち、要介護認定者等を除いた者）
（有効回収数1,899人／調査票本数3,000人（回収率63.3％））
②介護サービス利用調査（対象者：要支援１～要介護２）

（有効回収数1,306人／調査票本数2,000人（回収率65.3％））

③介護サービス利用調査（対象者：要介護３～要介護５）

（有効回収数 553人／調査票本数1,000人（回収率55.3％））

【増加するニーズとは】

①加齢や状況の変化により、サービスが必要になる、あるいは利用の頻度が上がるケース

②既に介護が必要である「区分上の非該当者」が要介護認定等を受け、サービスを利用するケース

③これまで介護サービスを利用してこなかった要介護認定者等が、介護サービスを利用するケース

【方針】ニーズ調査のうちの健康状態や日常生活に関する回答（ＡＤＬ結果）に

着目して、「隠れ要介護者等」を推計する。

中野区の取組み

高齢者調査で、ＡＤＬについて以下の結果（表1）が得られたことから、隠れ要介護者を推計する。
（実際の推計では、男女とも年齢を5歳刻みで推計。下表は、説明を簡便にする為、男女別のみの区分とした）。

要介護３ 要介護１

①
【要介護認定者数の推計方法】

認定申請すれば、要介護認定を受け
られるであろう人数は、以下のとおり
とする。

①ＡＤＬ得点結果を要介護度にあて
はめる。
（40点未満） ⇒ 要介護３

（40点以上60点未満）
⇒ 要介護１

②得点分布（％：出現率）から26年度
における該当者数を推計する。

③上記②で求めた人数全員が、26年
度には認定を受けているものとして、
ワークシートA6で推計している26年
度の要介護度別人数に加える。

※24年度は26年度の1/3、25年度は
26年度の2/3が認定されるものとして、
各年度の要介護度別人数に加える。

② 【要介護３】
介護認定を受けていない被保険者数（男性、26年度）23,265人×0.33％≒77人
【要介護１】推計値
介護認定を受けていない被保険者数（男性、26年度推計値）23,265人×0.32％≒74人

③ 【要介護３】
ワークシートで推計している要介護度３の人数（男性、26年度推計値）562人＋77人＝639人
【要介護１】
ワークシートで推計している要介護度１の人数（男性、26年度推計値）774人＋74人＝848人

※ 【要介護３】
24年度に加える人数＝77×1/3≒26人 25年度に加える人数＝77×2/3≒51人
【要介護１】
24年度に加える人数＝74×1/3≒25人 25年度に加える人数＝74×2/3≒49人

《試算例》
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【要介護認定者数の推計方法】

認定変更申請をすれば、認められる
であろう人数は、以下のとおりとする。

①ＡＤＬ得点結果を要介護度にあて
はめる。

（40点未満） ⇒ 要介護３
（40点以上

60点未満） ⇒ 要介護１

②得点分布（％：出現率）から26年度
における該当者数を推計する。

③上記②で求めた人数全員が、26年
度には変更認定を受けているものと
して、ワークシートA6で推計している
26年度の要介護度別人数に加え、元
の要介護度からは減らす。

※24年度は26年度の1/3、25年度は
26年度の2/3が認定されるものとして、

各年度の要介護度別人数を加減す
る。

介護サービス利用調査（対象者：要支援１～要介護２）で、ＡＤＬについて以下の結果（表2）が得られたことから、同様に
要介護者を推計する（年齢別の取扱いについては高齢者調査（前頁）と同様）。

①

ｭ ｭ

要介護３ 要介護１

③ 【要介護３】
ワークシートで推計している要介護度３の人数（男性、26年度推計値）562人＋26人＝588人
【要介護１】
ワークシートで推計している要介護度１の人数（男性、26年度推計値）774人＋131人＝905人
【要支援２】
ワークシートで推計している要支援２の人数（男性、26年度推計値）423人－（26+131）人＝266人

《試算例》

※ 省略

② 【要介護３】
要支援１～要介護２の人数（男性、26年度推計値）2,834人×0.93％≒26人
【要介護１】
要支援１～要介護２の人数（男性、26年度推計値）2,834人×（0.93＋1.85＋1.85）％≒131人
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・対象者数 ８，４７３人
・抽出方法 無作為抽出
・実施時期 平成２３年４月１５日～５月６日
・調査方法 郵送による配布・回収
・集計方法 単純集計・クロス集計

その他の調査

日常生活圏域ニーズ調査の概要

・実施調査種類 区民向け調査 ７種類
事業所調査 １０種類

・抽出方法 無作為抽出または悉皆

・実施時期 平成２３年４月１５日～６月１４日
・調査方法 郵送による配布・回収
・集計方法 単純集計・クロス集計

荒川区の取組み

１．地域密着型サービス整備の推進

○認知症重度者であっても住み慣れた
地域での生活を継続できるよう支援す
るため、地域密着型サービスを充実

○在宅サービス未利用者 ○在宅サービス利用者（要介護）
軽度32.7%、中度
11.6％、重度7.2％

○支給限度額超え利用者

軽度19.1%、中度
22.5％、重度34.5％

軽度30.9%、中度
7.1％、重度23.8％

○特養待機者

○支給限度額超え利用者よりも、特養待機者
に認知症中重度者が多い傾向
○支給限度額超え利用者は、自宅暮らしたい
という意向が強い

軽度26.2%、中度
4.7％、重度3.1％
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２．地域における相談窓口体制の充実

○地域包括支援センターへの来訪が不便な
地区にも多くの単身高齢者が住んでいる等、
地区ごとの特徴を把握

〇高齢者数等の多い日暮里・尾久地域では、
地域包括支援センターの支所開設を検討
○出張相談の実施など、各地域包括支援セ
ンターが工夫を凝らした新たな取り組みを
実施

◇町丁目別ひとり暮らし・２人暮らし高齢者世帯数

町屋地域包括支援センター
（町屋７－１０－６）

日暮里地域包括支援センター
（西日暮里５－３６－１）

南千住地域包括支援センター
（南千住３－１４－７）

荒川地域包括支援センター
（荒川５－４７－２）

尾久地域包括支援センター
（西尾久１－１－１２）

尾久

南千住

荒川

町屋

日暮里

３．地域ケア会議の実施

〇自立支援型のケアプラン・適切なサービ
ス利用に向け「地域ケア会議」を開始
〇先進自治体のご協力を頂き、視察3回、
講演会1回、模擬ケア会議1回を実施し
た上で、24年9月～本格実施

◇サービス種類別高齢者１人当たり給付月額

ケアプランに含まれるサービス種類数別割合

〇訪問介護・通所介護での給付月
額が大きい

〇約４割のケアプランが１種類の
サービスにより作成されている
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〇事業者、高齢者本人向けに、荒川区の現
状・介護予防の重要性について詳しい説明
会を開催（シニアのための健康づくり教室７
回他、随時開催中）
⇒全庁を挙げて、介護予防の充実強化を推
進
〇介護予防・日常生活支援総合事業の開始

〇認定率は年々増加傾向にあり、
全国・東京都の平均を上回る
〇特に、要介護１～５の認定率が
高く、重度化が進んでいる

４．介護予防の充実・強化

５．医療と福祉の連携

〇医療、介護、福祉等関
係者の多職種連携を
強化・促進するため、
「在宅療養連携推進会
議」を設置
〇介護保険内・外のサー
ビスを包括的・継続的に
提供し、住み慣れた地
域で質の高い生活を過
ごすことのできる「荒川
区版地域包括ケアシス
テム」を実現

◇特養待機者が受けている医療

〇特養待機者等の
重度者には、医療
措置を必要とする
方が多い
〇しかし、医療機関
等との連携を負担
に感じているケアマ
ネジャーも多い

ケアマネジャーによる地域包括支援センターの役割への評価

ケアマネジャー業務の中で負担に感じること
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日常生活圏域ニーズ調査概要１
１ 調査地域 長岡市全域（悉皆調査）
２ 調査対象者（64,673人）

65歳以上で、要介護認定を受けてない人又は、
要支援１～要介護2の判定を受けた人(在宅）

３ 調査方法
記名式の調査票を郵送により配布・回収

４ 調査期間
第1回目 H23.5.13～H23.6.1
第2回目 H23.8.30～H23.9.22

５ 集計方法 市内システム業者へ委託
６ 分析方法 研究機関委託（早稲田大学スポーツ科学学術院）
７ 日常生活圏域11圏域で検討

事前に検討をした課題の実態把握のため、市独自項目を設定
８ 経費内訳

要支援・要介護認定者分・・・一般会計
一般高齢者分（二次予防事業対象者把握）

・・・介護保険特別会計 地域支援事業費

配布数

回収結果

回収数 回収率

分析デー

タ数

要介護認定を受けていな

い人
58,624 44,876 76.5％ 40,136

要支援1,2 2,054 1,559 75.9％ 1,303

要介護1,2 3,995 2,658 66.5％ 1,863

合 計 64,673 49,093 75.9％ 43,302

日常生活圏域ニーズ調査結果の介護予防への活用２

１ 個人への生活アドバイス票の送付による健康への意識を高める効果

結果票とともに啓発チラシの同封

２ 介護予防事業の対象者を把握するとともに、ハイリスク者のフォロー

(1) 基本チェックリスト二次予防事業該当者介護予防への関心ステージによる働きかけの優先順位付け。希望プログラム識別

(2) ハイリスク者フォロー

(3) ボランティアへの関心度等人材発掘

３ 介護予防講演会で結果を報告

中間分析 平成24年度予算編成のため

第5期介護保険事業計画 素案へ

日常生活圏域と地域包
括支援センター11箇
所(青点）

長岡市の取組み

３
地域支援事業における介護予防事業の企画へ反映
１ 事業への参加率向上と介護予防の普及啓発

介護予防事業参加者数は高齢者の1割程度だが、ニーズ調

査結果では約4割の人が介護予防・健康づくりへ高い関心

をもっていた。

→・地域包括支援センターによる関心者への重点訪問

・講演会の開催やメディア、広報誌を活用し

わかりやすく動機づけがされるようなＰＲ作戦

２ 魅力的な介護予防事業の実施

ニーズ調査によると運動への関心が最も高かった。運動を

認知症予防等他プログラムにも取り入れ、運動機能向上を

ベースに複合的に事業を実施するとともに親しみやすく楽

しく継続できる内容を工夫していく。うつ予防・閉じこも

り予防に関しての関心は低かったが基本チェックリスト

結果ではうつ該当者の占める割合が高いため重点的に今

後取り組んでいく。

→はつらつ道場、ハッピー教室、川口温泉若返りツアー、

うつ予防実態調査

３ 地域づくり・人づくり

ニーズ調査結果より、9割の人が地域への愛着をもって

おり、地域活動への関心も高い。

→身近な地域で介護予防への取り組みを主体的に継続して実

施できるよう、サークルの立ち上げや活動を支援していく。

同時にボランティアやリーダーの育成をはかり地域づくり

をすすめる。

４ 地域の特性に合わせた事業展開

面積が広く生活環境、地理的条件に差がある。ニーズ調査結

果にも各機能低下割合に地域差がみられている。特に山間地

域での運動機能低下が顕著であり、閉じこもり、認知症、う

つリスクの割合も高い特徴がみられる。

→支所、地域包括支援センター等関係機関の連携をはかり

地域ニーズに即した事業展開を図る。

日常生活圏域ニーズ調査結果の計画への反映
計画策定における地域包括支援センター・

地域ケア会議との連携４

地域ケア会議では計画策定については検討していないが、地域包括

支援センターとはニーズ調査結果をベースに、地域の課題等の検討

会を開催し地域での活動を立案している。

５ 重点的に取り組む事項

６ 計画策定時における関係部局との連携

認知症やうつリスク者が多く認められており、今後も増加してい

くものと思われる。認知症、うつの介護予防の充実とともに、認

知症の早期発見に向けた関係機関の連携強化、認知症介護の家族

支援の充実を図る。

７ 第5期計画について

◆福祉総務課（企画調整や施設整備計画）

◆介護保険課（介護保険サービス）

◆長寿はつらつ課（介護保険外サービス、地域包括支援センター、介護予防）

上記3課とは、勉強会の実施や長岡市の現状・課題の検討、ニーズ調

査の項目設定等協議を重ね計画策定を行った。

平成22年までの間に11市町村が合併したため、介護予防のメニュー

を整え基盤を作ることが急務だった。介護予防教室を単純に地域

を順に実施する等、画一的な介護予防の実施となりがちだった。

今回、第5期計画策定のための日常生活圏域ニーズ調査を実施する

にあたり、地域の課題を市関係課職員、地域包括支援センターと

協議を重ねた。その課題の裏づけに必要な項目をニーズ調査に設

定した。この作業と分析結果をとおし、関係部局や地域包括支援

センターと課題の共有を図ることで、住民ニーズや地域の特性に

合わせた事業展開の必要性を計画に位置づけることができた。
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